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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、グローバル時代、ASEAN時代に経済成長を続ける東南アジアの首都
圏の開発ガバナンスを分析することであった。具体的な調査対象となった首都圏は、マニラ、ジャカルタ、クア
ラルンプール、バンコクである。本研究の焦点の一つは首都圏開発における国家の役割であった。首都圏の土地
にまつわる開発においては、政治体制が権威主義的・集権的であれば国家の役割が強く、民主的・分権的であれ
ば国家の役割が弱いというシンプルな図式ではなく、地方政府の持つ権限、首都圏に存在する地方政府の層・
数、政府以外のアクター（デベロッパー、王室など）の位置づけの違いが重要な意味を持つことがわかった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project was to analyze the governance on 
development in the metropolitan Southeast Asia in the era of globalization and ASEAN. Our research 
members conducted collaborative researches in the four metropolitans, Manila (the Philippines), 
Jakarta (Indonesia), Kuala Lumpur (Malaysia) and Bangkok (Thailand). One of the main focuses was the
 role of the state in the Metropolitan development. The research results suggest that the following 
simple dichotomy cannot be applicable to the land management in the metropolitan areas: the role of 
the state is bigger if the regime is authoritarian and centralistic while the role of the state is 
weaker if the regime is democratic and decentralistic. The extent of the state power in the 
Metropolitan land development is also decided by other factors such as the authority of local 
government(s), the layers and numbers of local governments in the metropolis, actors other than 
government such as developers and royal family.

研究分野： 地域研究
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１．研究開始当初の背景 
 
①中国、インドと並び経済成長センターで
ある東南アジアでは急速に都市化が進んで
おり、その中心は今でも首都圏である。し
かし、首都圏の開発ガバナンスを比較の視
座から論じた研究は極めて少ない。 
 
②首都圏開発にあたり、EU 諸国での中央政
府の役割は限定的だが、日本では重要な役
割を果たしてきた。東南アジア諸国での首
都圏開発に果たす中央政府の役割はまだ明
らかではない。 
 
２．研究の目的 
 
①本研究の目的は、グローバル時代、ASEAN
時代に経済成長を続ける東南アジアの首都
圏の開発ガバナンスを分析することである。 
 
②本研究が取り上げる四首都圏（マニラ、
ジャカルタ、クアラルンプール、バンコク）
では、大都市間競争に勝ち抜くためにも、
錯綜する土地の権利関係を踏まえて開発を
する必要からも、開発ガバナンスにおける
中央政府の役割が大きいと思われる。その
点を検証する。 
 
３．研究の方法 
 
①質的研究を重視しつつ、4首都圏の開発
ガバナンスの全体像を把握するために、主
要デベロッパーのデータ収集にも努める。 
 
②4首都圏における主要な用地開発の事例
を検討し、そこでの各アクターの関与の度
合いを検証する。 
 
③4首都圏において合同調査を実施するこ
とで、各研究者が比較の視座から各自が対
象とする首都圏開発ガバナンスの分析を進
める。 
 
４．研究成果 
 
①首都圏の用地開発においては、政治体制
が権威主義的・集権的であれば国家の役割
が強く、民主的・分権的であれば国家の役
割が弱いというシンプルな図式ではないこ
とがわかった。 
 
②用地開発のための土地収用においては、
不法居住民に対して、強制排除するよりも
移住先を提供する方式が目立つようになっ
てきている。 
 
③4首都圏の主要デベロッパーのデータを
統一的指標で作ることはできなかった。商
業開発と住居開発をまとめたデータの取得

が困難であり、首都圏だけに絞ったデータ
はなかったからである。 
 
④マニラの場合、フィリピンが民主的・分
権的政治体制のため、デベロッパーと地方
政府が開発ガバナンスに果たす役割が大き
いが、首都圏が 17 自治体に細分化されてい
ることもあり、調整役としての中央政府の
役割が重要である。ただし、複数の国家機
関が幼稚開発に関わる規制権力を持ってお
り、用地開発の時間的・金銭的コスト高を
もたらし、開発面積の小規模化をもたらし
ている。 
 
⑤ジャカルタの場合、インドネシアが民主
的・分権的政治体制であり、しかも、ジャ
カルタ首都圏が一つの特別州の管轄下にあ
るため、その州政府の果たす役割、州政府
と強いネットワークを持つデベロッパーが
果たす役割が強い。アパートについては二
社が寡占的支配を行っている。しかし、湾
岸埋立てなど大規模開発については、国家
戦略を根拠に中央政府も積極的に介入をし
ている。 
 
⑥クアラルンプールの場合、マレーシアが
競争的権威主義体制とされながら、憲法的
に州政府が土地の権限を持っているため、
州政府が用地開発に果たす役割が目立つ。
首都圏のセランゴール州については、野党
政権であるため、更に州政府の影響力は強
い。連邦政府は予算措置などを通じて州の
開発に関与しようとしている。 
 
⑦バンコクについては、王室財産管理局が
かなりの土地を所有しており、開発ガバナ
ンスでは圧倒的な影響力を持つアクターで
ある。文民政権であれ、軍政であれ、王室
の影響力は強いことから、政治体制の変化
は王室財産管理局の影響力の強さに変化を
生むわけではない。 
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